
第１１８号事件 

 

第１ 審査会の結論 

 １ 実施機関が、公文書開示請求に対して、公文書の存否を明らかにしないこととした

決定（以下「本件決定」という。）は取り消すべきである。 

 

 ２ 実施機関が、本件決定の理由において、事実上、公文書が存在することを前提に全

部不開示としたのは妥当ではないので、公文書開示請求の対象文書と思料される令和

２年７月２９日付けで多度町小山土地整理組合（以下「小山組合」という。）が作成

した桑名市（以下「市」という。）宛の依頼文書（以下「文書１」という。）及び令和

２年６月３０日付けで市が某法人と取り交わした覚書（以下「文書２」という。）に

ついては、次のとおり部分開示すべきである。 

（１）文書１については、以下の部分を除いて部分開示すべきである。 

印影 

（２）文書２については、以下の部分を除いて部分開示すべきである。 

  売買代金 乙の住所、事業者名、代表者名、印影（割印を含む） 

 

第２ 公文書開示請求から本件審査請求に至るまでの経緯 

 １ 公文書開示請求 

審査請求人は、令和７年１１月２６日、実施機関あてに、下記文書の開示を求める

公文書開示請求を行った。 

記 

令和２年９月２日付けの市議会提出議案第１０３号に関する小山公共用地（以下

「当該土地」という。）の売買について、市と小山組合とのＡＤＲ（裁判外紛争解決

手続）による和解に関して、市が小山組合及び事業者から受領した申出書等の書面 

  

２ 公文書の存否を明らかにしない決定通知書（政第１８号の１） 

実施機関は、令和７年１２月１０日付けで公文書の存否を明らかにしないと決定し

た。 

実施機関が存否を明らかにしないと決定した理由は下記のとおりである。 

                    記 

桑名市情報公開条例（以下「条例」という。）第７条第３号及び第６号に該当する

ため。 

  

３ 本件審査請求 

   審査請求人は、令和８年２月２日付で本件審査請求を行った。審査請求の趣旨及び 



理由の骨子は下記のとおりである。 

記 

（１）本件決定の取り消しを求める。 

（２）存在していると思料される公文書の開示決定を求める。 

（３）審査請求の理由１ 小山組合は土地売却代金を受領し、当該土地は造成が完了し

て工場用地として分譲されている。小山組合の競争上並びに事業運営上の地位を脅

かすとは考えにくい。 

（４）審査請求の理由２ 小山組合は、不当、違法な事業活動によって、当該土地の鑑

定評価額が４億円弱にもかかわらず、６億１５００万円で市に売却した。 

（５）審査請求の理由３ 市は令和６年４月４日に当該土地の所有権移転登記を済ませ

たので、市の意思決定過程に影響を及ぼすことはない。したがって、条例第７条第

３号及び第６号に該当するとは考えられない。 

 

４ 実施機関の弁明書 

審査会当日における実施機関の口頭による弁明を含め、本件の概略は以下のとおり

である。 

（１）本件の経緯 

   小山組合は多度町小山地区に住宅地の開発を計画し、旧多度町土地開発公社はその

住宅地に小学校の建設を目的として、小山組合と当該土地を８億１０３２万円で購入

する契約を平成１６年１０月 22 日に締結した。市（多度町は桑名市と合併し、市が

引き継ぐ。）は、平成１８年１２月までに累計で６億１５００万円を小山組合に支払

った。 

しかし、本件住宅地開発は、当初計画のおよそ半分である東側部分しか宅地造成さ

れず、当該土地が存する西側部分は宅地造成が行われなかった。そのため、市は宅地

開発が頓挫していると判断して、調停やＡＤＲを通して、小山組合と協議を行ってき

た。ＡＤＲが調査したところ、支払い済額の約６億円と不動産鑑定士による当該土地

鑑定評価額約４億円との差額２億円は、小山組合に返済を求めたとしても支払いが不

可能であることが判明した。 

   こうした中、小山組合から未造成の西側部分を住宅用地から工業用地に用途変更し

て造成工事を完了させたい旨の方向性が示されたため、市はＡＤＲから提示された和

解案に従い、小山組合と契約金額を８億１０３２万円から６億１５００万円に減額変

更して和解合意した。 

   地方公共団体の和解には、市議会の決議が必要となるため、市は令和２年９月２日

に和解についての第１０３号議案を市議会に提出し、同議案は同年９月３０日に可決

承認された。なお、本議案は全員協議会による秘密会にて、市は議会に説明してい

る。 



（２）審査請求の理由１について弁明 

市が小山組合から当該土地を６億１５００万円で取得したことは、市議会の承認を 

いただいている。一方で、市が取得した当該土地の処分方法もしくは方向性は、市議 

会の秘密会の中で説明済である。 

（３）審査請求の理由２についての弁明 

ＡＤＲを通じて市と小山組合は和解しており、市議会は当該土地の売買を承認して 

いる。不当、違法な事業活動に当たらない。 

（４）審査請求の理由３についての弁明 

本件情報には、事業者の競争上、並びに事業運営上の地位にかかわる核心的なもの 

が含まれている。また、市にとっても市の財産上の利益又は当事者としての地位を不 

当に害するおそれがある重要な事項が含まれていることから、条例第７条第３号及び 

第６号に該当する。 

（５）審査請求人が請求している書面の存在 

   審査請求人が請求している書面は文書１と文書２の２通あると思われる。当該土地 

の売買は、実施機関は市議会の秘密会で説明しており、市議会会議規則第４９条の秘 

密の保持により、これらの書面を開示することは妥当ではないと判断した。したがっ 

て、条例第１０条により、当該公文書の存否を明らかにすることなく、情報開示を拒 

否した。 

 

５ 弁明書に対する審査請求人の意見書 

審査会当日における審査請求人の口頭による意見を含め、概略は以下のとおりであ 

る。 

（１）秘密会における市議会の議事録を情報公開請求して取り寄せてある。内容を精査 

したところ、市と事業者が何らかの文書を２通交わしていることは推察１００％でき 

ている。 

（２）市議会の秘密会については、現教育長や当時の市議会議長らは、土地の用途変更 

が終わったら秘密会は解除すべしと述べたと聞いている。 

（３）秘密会は情報公開条例の趣旨に反するものである。元全国市議会議長会法制参事 

の広瀬和彦氏は、全員協議会での秘密会は違法と述べている。 

（４）秘密会では、当時の市議から時価４億円しか価値がない土地に６億円払うこと 

や、市民が不要となった土地を市が税金で負担することになると異論があった。 

 

第３ 審査会の判断 

 １ 本件決定の是非 

   実施機関は条例第１０条の規定に基づき、公文書の存否を明かにしない決定をし

た。同条は、「開示請求に対し、当該開示請求に係る公文書が存在しているか否かを



答えるだけで、不開示情報を開示することとなるとき」は、公文書の存否を明かにし

ないで、当該開示請求を拒否することができる旨を定める。 

しかしながら、同条が規定されている趣旨は、例えば、犯罪歴・病歴の情報、情報

交換の存在を明らかにしない約束で交換された情報、犯罪の内偵捜査に関する情報な

どに関する公文書の開示請求において、公文書が存在することを前提に拒否したとし

ても、犯罪歴・病歴、情報交換、犯罪の内偵捜査の「存在自体」を開示してしまうこ

ととなるため、不開示事由により保護されるべき利益が、不開示情報を開示した場合

と同様の結果となるからである。 

ところが、本件においては、小山組合や新たな事業者から市宛てに何らかの申し出

があったこと自体は公開情報となっており、公文書が存在することを公開することに

よる弊害は存しない。むしろ、実施機関が「桑名市情報公開条例７条第３号及び第６

号に該当するため」と本件決定の理由中に述べていることからも、公文書が存在する

ことは、実施機関自らが認めているのである。したがって、実施機関の本件決定は、

その理由を欠くので、取り消されるべきである。 

 

２ 不開示決定の検討 

   本来なら、本件決定を取り消したうえで改めて実施機関は不開示決定すべきである

が、事件の早期解決を図るため、実施機関による事実上の不開示決定がなされたもの

として、その是非を検討する。 

 

３ 請求文書の特定 

意見聴取で審査請求人が市議会議事録から２通の書面の存在が推察できると申述し

たとおり、実施機関が所有している市と事業者の間で交わした書面は文書１と文書２

の２通存在しており、これらを審査請求人が求めた公文書と判断する。 

 

 ４ 実施機関の弁明について 

実施機関は、文書１と文書２の２通は市議会が秘密会により決議した事案であるた

め、不開示情報に該当すると主張する。しかし、不開示情報に該当するか否かは、市

議会の秘密会の議事であるか否かにかかわらず、条文に明記されている不開示情報に

該当するか否かによって決せられるべきものであり、本件においては、条例第７条第

３号及び第６号に該当するか否かによって判断すべきである。 

 

５ 条例第７条第３号及び第６号の解釈について 

条例第７条第３号に該当する法人情報とは、営業上の秘密、ノウハウなど同業者と

の競争上、当該法人等において特に秘匿を必要とする情報や、当該法人等の社会的地

位が低下するなどの不利益を生じさせる情報が含まれるものと解される。そして「正



当な利益を害する」については、情報公開条例が住民自治の理念にのっとり、市民の

知る権利を保障して公文書について開示を原則としていること（条例第１条）からす

れば、当該情報を公にすることにより法人等の正当な利益が害されるという相当の蓋

然性が客観的に認められる場合を指すと解釈される。 

また、条例第７条第６号には「国等が行う事務又は事業に関する情報であって、公

にすることにより、次に掲げるおそれその他当該事務又は事業の性質上、当該事務又

は事業の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがあるもの」と記載されている。

「著しい支障を及ぼすおそれがあるもの」とあるので、条例第７条第３号と同じく相

当の蓋然性が客観的に認められる場合を指すと解釈される。 

 

６ 文書１の条例第７条の該当性 

小山組合が事業計画の変更と認可を受けたことは、ウェブサイトにて情報開示され

ている現況にある。かかる情報を開示することで、小山組合の競争上の地位又は正当

な利益が害される恐れ等の蓋然性が客観的に認められるとは到底いいがたい。よっ

て、条例第７条第３号に該当するとはいえない。また、文書の内容は市への協力の依

頼に過ぎず、かかる情報を開示することで、市の財産上の利益又は当事者としての地

位を不当に害する恐れ等の蓋然性が客観的に認められるとは到底いいがたい。よって

条例第７条第６号イ（契約、交渉又は争訟に係る事務に関し、国等の財産上の利益又

は当事者としての地位を不当に害するおそれ）に該当するとはいえない。 

しかし、文書１の押印部分の印影は、一旦開示されてしまうと、現代社会では精巧

に模倣されるリスクがあり、模倣された印影が悪用されることで、小山組合の正当な

利益が害される等の蓋然性が客観的に認められるので条例第７条第３号に該当する。

加えて、印影自体を開示すべき公益上の必要性は認められないので、公益上の義務的

開示を定めた同条同号のただし書の適用もない。 

したがって、同条項の不開示情報として、小山組合の印影は非開示としたうえで、

条例第８条第１項により、印影を除いた部分は開示すべきである。 

 

７ 文書２の条例第７条の該当性 

市のウェブサイトによると、当該土地の現況は企業用地として分譲中であり、売却

価格は応相談となっている。当該土地の売買代金と購入先の法人情報を公開すると、

分譲の際の契約条件に悪影響を及ぼす危険性がある。事業者の正当な利益を害するお

それの相当の蓋然性が客観的に認められるので、条例第７条３号に該当する。また、

押印部分の印影には事業者名が記載されており、事業者を特定できる情報となってい

るため、条例第７条３号に該当する。そして、印影が悪用されるリスクについても、

文書１の場合と同様であり、印影は不開示情報とすべきである。 

また、文書２の契約の実行がいまだなされていないため、当該土地の売買代金と購



入先の法人情報を公開すると、契約の実行に悪影響を及ぼす危険性がある。市の財産

上の利益又は当事者としての地位を害するおそれの相当の蓋然性が客観的に認められ

るので、条例第７条第６号イにも該当するといえる。 

したがって、同条項の不開示情報として、売買代金、相手先乙の住所、事業者名、

代表者名、印影（割り印を含む）の情報は非開示としたうえで、条例第８条第１項に

より、これらを除いた部分は開示すべきである。 

 

 ８ 付言事項 

   本件決定のごとく、公文書の「存否を明らかにしない決定」としつつ、決定の理由

中に「条例第７条の不開示理由を掲げる」ことは、公文書の存在を自認してしまうこ

とと同義であるから（公文書が存在しないかぎり、そこに記載されている情報の不開

示事由を検討すること自体は不可能だからである。）、以後、このような記載は厳に慎

まれたい。 

   公文書の存在を自認してしまうことにより、不開示事由に該当して真に保護される

べき正当な利益を害してしまう結果を招致することとなるからである。  

 

第４ 結論 

   以上により、「第１ 審査会の結論」のとおり答申する。 

 

 

 

 

  



審査会の処理経過 

審査会の処理経過は、次のとおりである。 

年 月 日 処 理 内 容 

令和８年３月２日 ・実施機関から審査請求諮問書及び審査会会議出席届出

書を受理 

３月９日 ・審査請求人に対して意見書及び出席申請書提出通知 

４月８日 ・審査請求人から意見書受理 

４月28日 ・書面審理 

・審査請求人の口頭意見陳述 

・実施機関の補足説明の聴取 

・審議             （第１回審査） 

５月28日 ・答申 
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